
  Ⅱ 調査結果の概要 

第１ 総論 

 １ 地方教育費総額 

令和６会計年度に支出された本県の地方教育費は、総額 8,336億円で、前年度より 700億円 

（対前年度増減率＋9.2％）増加しました。 

費目別の内訳は、学校教育費が 7,046億円（同＋9.5％）、社会教育費が 776億円（同＋7.8％）、 

教育行政費が 515億円（同＋6.5％）でした。 

各分野の支出額の地方教育費総額に占める割合は、学校教育費が 84.5％、社会教育費が 9.3％、

教育行政費が 6.2％でした。 
 

 表１ 地方教育費の推移 

 

 

 表２ 分野別構成比の推移 

 

 

 

 

 



 ２ 財源別地方教育費 

地方教育費を財源別にみると、県支出金が 3,640億円（構成比 43.7％）で最も多く、以下、   

市町村支出金が 3,099億円（同 37.2％）、国庫補助金が 922億円（同 11.1％）、地方債が      

672億円（同 8.1％）などとなりました。 

前年度と比較すると、国庫補助金（＋55億円、＋6.3％）、県支出金（＋285億円、＋8.5％）、

市町村支出金（＋185億円、＋6.3％）、地方債（＋173億円、＋34.6％）などが増加しました。 
 

 表３ 財源別地方教育費の推移 

 

 

３ 支出項目別地方教育費 

地方教育費の支出項目別の内訳は、消費的支出が 6,850億円（構成比 82.2％）、資本的支出が

1,023億円（同 12.3％）、債務償還費が 464億円（同 5.6％）でした。 

前年度と比較すると、消費的支出（＋528億円、＋8.4％）、資本的支出（＋178億円、＋21.1％）

は増加しましたが、債務償還費（△7億円、△ 1.4％）は減少しました。 
 

表４ 支出項目別地方教育費の推移 

 

 



第２ 学校教育費 

 １ 学校種類別学校教育費 

令和６会計年度に支出された本県の学校教育費は 7,046億円で、前年度より 612億円（＋9.5％）

増加しました。 

学校種類別にみると、小学校の支出額が 3,193億円（構成比 45.3％）で最も多く、以下、    

中学校が 1,867億円（同 26.5％）、高等学校全日制が 1,225億円（同 17.4％）、特別支援学校が 

574億円（同 8.1％）などとなりました。 

前年度と比較すると、小学校（＋250億円、＋8.5％）、中学校（＋174億円、＋10.3％）、特別

支援学校（＋35億円、＋6.6％）、高等学校全日制（＋113億円、＋10.2％）などが増加しました。 
 

 表５ 学校種類別学校教育費の推移 

 

  

 ２ 財源別学校教育費 

学校教育費を財源別にみると、県支出金が 3,485億円（構成比 49.5％）で最も多く、以下、   

市町村支出金が 2,111億円（同 30.0％）、国庫補助金が 897億円（同 12.7％）、地方債が      

550億円（同 7.8％）などとなりました。 

なお、学校種類別の財源別学校教育費の推移は表７のとおりです。 
 
 

 表６ 財源別学校教育費の推移 

 

  



表７ 財源別学校教育費の推移（学校種類別） 

 （１）幼稚園 

 

 （２）幼保連携型認定こども園 

 

 （３）小学校 

 

  

 



（４）中学校 

 

 （５）義務教育学校 

 

 （６）特別支援学校 

 



 （７）高等学校全日制 

 

 （８）高等学校定時制 

 

 （９）高等学校通信制 

 



 （10）中等教育学校 

 

 （11）専修学校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 支出項目別学校教育費 

学校教育費の支出項目別の内訳は、消費的支出が 5,813億円（構成比 82.5％）、資本的支出が

830億円（同 11.8％）、債務償還費が 402億円（同 5.7％）でした。 

前年度と比較すると、消費的支出（＋467億円、＋8.7％）、資本的支出（＋154億円、＋22.7％）

は増加しましたが、債務償還費（△8億円、△2.0％）は減少しました。 

なお、学校種類別の支出項目別学校教育費の推移は表９のとおりです。 

 
 

 表８ 支出項目別学校教育費の推移 

 

 

 表９ 支出項目別学校教育費の推移（学校種類別） 

 （１）幼稚園 

 

 

 （２）幼保連携型認定こども園 

 

  



（３）小学校 

 

 

 （４）中学校 

 

 

 （５）義務教育学校 

 

 

 （６）特別支援学校 

 

 



 （７）高等学校全日制 

 

 

 （８）高等学校定時制 

 

 

 （９）高等学校通信制 

 

 

 （10）中等教育学校 

 

 



 （11）専修学校 

 

 

 ４ 教員の給与費 

学校教育費のうち、教員の給与費（調査項目中の「本務教員給与」と「兼務教員給与」を合計し

たもので、「退職・死傷手当」は含んでいない。）は 3,181億円で、前年度より 161億円（＋5.3％）

増加しました。 

また、教員の給与費が学校教育費総額に占める割合は 45.1％でした。 
 

 表10 学校種類別教員給与費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３ 社会教育費及び教育行政費 

 １ 分野別社会教育費 

令和６会計年度に支出された本県の社会教育費は 776億円で、前年度より 56億円（＋7.8％）増

加しました。 

社会教育の分野別にみると、図書館費が 181億円（構成比 23.3％）で最も多く、以下、公民館

費が 161億円（同 20.7％）、体育施設費が 155億円（同 20.0％）などとなりました。 

前年度と比較すると、博物館費（＋15億円、＋18.3％）、体育施設費（＋45億円、＋40.3％）、

などは増加しましたが、公民館費（△13億円、△7.7％）、青少年教育施設費（△20億円、△53.4％）、

は減少しました。 
 

 表11 分野別社会教育費の推移 

 

  

２ 財源別社会教育費 

社会教育費を財源別にみると、市町村支出金が 583億円（構成比 75.1％）で最も多く、以下、

地方債が 120億円（同 15.4％）、県支出金が 55億円（同 7.0％）、国庫補助金が 18億円（同 

2.3％）などとなりました。 

前年度と比較すると、市町村支出金（＋33億円、＋6.1％）、地方債（＋18億円、＋17.8％）、

国庫補助金（＋4億円、＋30.5％）などが増加しました。 
 

 表12 財源別社会教育費の推移 

 



 ３ 支出項目別社会教育費 

社会教育費の支出項目別の内訳は、消費的支出が 530億円（構成比 68.4％）、資本的支出が 188

億円（同 24.2％）、債務償還費が 57億円（同 7.4％）でした。 

前年度と比較すると、消費的支出（＋29億円、＋5.8％）、資本的支出（＋26億円、＋16.1％）、

債務償還費（＋1億円、＋2.0％）は増加しました。 
 

 表13 支出項目別社会教育費の推移 

 

 

 



 ４ 教育行政費 

令和６会計年度に支出された本県の教育行政費は 515億円で、前年度より 32億円（＋6.5％）増

加しました。 

財源別に前年度と比較すると、市町村支出金（＋23億円、＋5.9％）などが増加しました。 

支出項目別に前年度と比較すると、消費的支出（＋33億円、＋6.9％）などが増加しました。 
 

 表14 財源別教育行政費の推移 

 

 

 表15 支出項目別教育行政費の推移 

 

 

 



第４ 単位当たりの地方教育費 

 １ 県民１人当たりの地方教育費 

各年度の地方教育費を、県人口で除して得た額は以下のとおりです。 

前年度と比較すると、学校教育費（＋8,351円、＋9.6％）、社会教育費（＋771円、＋7.9％）、

教育行政費（＋431円、＋6.6％）のいずれも増加しました。 
 

 表16 県民１人当たりの地方教育費の推移 

 

 

２ 在学者１人当たりの学校教育費 

各年度の学校教育費を、在学者数で除して得た額は以下のとおりです。 

前年度と比較すると、小学校（＋82,859円、＋9.9％）、中学校（＋115,970円、＋12.0％）、義

務教育学校（＋1,101,332円、＋55.7％）などは増加しましたが、中等教育学校（△65,656円、

△3.7％）、専修学校（△14,666円、△0.5％）は減少しました。 
 

 表17 在学者１人当たりの学校教育費の推移 

 

 



３ 県民１人当たりの社会教育費 

各年度の社会教育費を、県人口で除して得た額は以下のとおりです。 

前年度と比較すると、図書館費（＋230円、＋10.3％）、博物館費（＋206円、＋18.4％）、体育

施設費（＋606円、＋40.4％）などは増加しましたが、公民館費（△180円、△7.6％）、青少年教

育施設費（△276円、△53.3％）は減少しました。 
 

 表18 県民１人当たりの社会教育費の推移 

 

 

４ 県人口及び在学者数の推移 

単位当たりの教育費を算出する際に使用した、本県の人口及び公立学校の在学者数は以下のと

おりです。 
 

表19 県人口と各学校の在学者数の推移 

 

【出典】 １ 県人口 

        総務省「住民基本台帳人口」による、調査期日現在の人口 

       （例：令和６年度の人口 ＝ 令和７年１月１日現在の人口） 

      ２ 在学者数 

        文部科学省「学校基本調査」による、当該年度５月１日現在の在学者数 

       （例：令和６年度の在学者数 ＝ 令和６年５月１日現在の在学者数） 

        ※中学校は、夜間その他特別な時間に授業を行う学校を除く。 

 



第５ 知事部局における生涯学習関連費 

 １ 分野別知事部局における生涯学習関連費 

令和６会計年度に支出された本県の知事部局における生涯学習関連費は 148億円で、前年度か

ら 30億円（△16.6％）減少しました。 

分野別にみると、体育施設費が 83億円（同 55.7％）で最も多く、以下、文化会館費が 33億円

（構成比 22.4％）、その他の生涯学習関連施設費が 26億円（同 17.6％）などとなりました。 

前年度と比較すると、体育施設費（＋19億円、＋30.1％）、その他の生涯学習関連施設費（＋8

億円、＋41.3％）などは増加しましたが、文化会館費（△60億円、△64.6％）は減少しました。 
 

表20 分野別知事部局における生涯学習関連費 

 

 

２ 財源別知事部局における生涯学習関連費  

知事部局における生涯学習関連費を財源別にみると、県支出金が 89億円（構成比 59.8％）で最

も多く、地方債が 51億円（同 34.5％）などとなりました。 

前年度と比較すると、国庫補助金（＋4億円、＋85.5％）、県支出金（＋14億円、＋19.1％）は

増加しましたが、地方債（△48億円、△48.2％）は減少しました。 
 

 表21 財源別知事部局における生涯学習関連費  

 

  



３ 支出項目別知事部局における生涯学習関連費  

知事部局における生涯学習関連費の支出項目別の内訳は、消費的支出が  70億円（構成比 

47.4％）、資本的支出が 78億円（同 52.6％）でした。 

前年度と比較すると、消費的支出（＋7億円、＋11.1％）は増加しましたが、資本的支出（△37億

円、△31.9％）は減少しました。 
 

表22 支出項目別知事部局における生涯学習関連費 

 

 

 ４ 県民１人当たりの知事部局における生涯学習関連費 

各年度の知事部局における生涯学習関連費を、県人口で除して得た額は以下のとおりです。 

前年度と比較すると、体育施設費（＋259円、＋30.1％）、女性関連施設費（＋57円、＋190.0％）、

その他の生涯学習関連施設費（＋103円、＋41.2％）は増加しましたが、文化会館費（△819円、 

△64.6％）は減少しました。 
 

 表23 県民１人当たりの知事部局における生涯学習関連費  

 

 ※ 県人口は、表19を参照。 

 


